
第１ 業務の概要

（１）件　名

（２）目　的

（３）業務内容

（４ ）協定期間

「お くやみハンドブッ タ」

戛行に係るぬ募型プロ ポーザル実嵬要領

「おくやみハンドブッ ク」 戛行業務

「お くやみハンドブッ ク」 の印刷を行う にあたり 、Ｒ間の

ノウハウを有効き用するため、 ぬ募型プロポーザル方式に

より 事業者をき定する にあたり 必要な事項を定め る。

「お くやみハンドブッ ク」 発行

協定締結の日から ３年間

ただ し、 掲載内容 ・掲載する尓、告鸚容は１ 年ごとに更新

し、 納あ時期は售市と協議して定め る。

（５）Ｅ布期間（予定）

納品日 令加 ７年度版

令和８年度版

令和９年度版

令和 ７年 ７お

令和８年 ７ＪＩ

令和 ９年 ７大ｊ

第２　 業務に要する費万］

を画、縦集、 目］刷、 製本八び納品など、「おく やみハン ドブ ック 」の

作成等にＷする一回Ｊの費ｍは、主 として事業者が集めるぶ告な入等によ

第３　実施形式

む募型プロポーザル方式（書類審を）

第４　 参加資格 （ぬ募条イ牛）

プロ ポーザル方式に参加できる者は、次に掲げる条件をすべて満たし

ているこ と。

（１ ）地方自治悵施行令（昭和 ２２年政令第 １６ そ） 第１ ６７ 条の４第 １項の規

定に該肖 しない者

（２ ）会社更生ま （平成１ ４年法律第１ ５４ そ） 第１ ７条の規定に基づ く更生

手続珮始の申ｊたて又は只事再生法 （平成１ １年伍律第２ ２５ そ） 第２ １条の

規定に基づく 再生手続開始の申 をてがな されている者 （会社更生法の規定に

基づ く更生手続開始の 申をて又は民事再生法の規定にぷづ く‾呉生手続開始

の申立てがな された者であって、更圭計画のお可が決定し、又は再生計画の

認‾ｉ］‘の決定が確定したも のを除く ）でない こと。

（３ ）国税八び地方税を滞納していないこと。

のと



（４ ）沖縄市暴力団排除条鴨（平成 ２３ 年１　２１　２　１　日条Ｍ第 １５ そ） 第２ 条第

１号に規定する暴力回、回条第 ２倚に規定する暴力団員と 関係を有 しないこ

と。

（５ ）過宍５ 年間に地ｊ＝ｊを傴団体等の印刷物の作成業務について実績があり、

かつ宙、告業務に関する契約（民囑事業者と の契約を含む）を履行 した実績が

ある若し くは自身で回様の事業を実施しているこ と。

第５　完、募方法

本プロポーザルに参加を希望する事業者は、 参加申込書八び企珊を案

書等を提出するこ と。

（１ ）プロポーザルの募集期戛

令和６年 １　２ｊ　２　０　日（金） ～令和７年１ １１ ７日 （金）

窓口受付毀愾 ：午前９ 毀か ら午後５ ゆまで（土曜 日、 日曜 日を除く 。）

（２）を莖方法

沖縄市役所市民氛まで持参又は郵送。

※郵をの場合は檐劭期張必着と する。

ｉ９ ０４ －８ ５０１

沖縄県沖縄市仲宗根Ｆ２６番１そ

沖縄市Ｒ所市Ｒ都 市皿‾夥籍係

（３ ）提ｍ書類・ 必要部数

①参加申込書 （様式第 １倚）　　　　　　 １部

②業務経ぼ書 （様式第２倚）　　　　　　 １部

③参加資格にほる申ｔ書（様式第３ 号）　 １部

④企画提案書 （様式自 由）　　　　　　　 ７部

下呂八び第６ の畜を評価あ準の ｌ大丿容をき りふむこ と。

・冊子構成（総ページ数）

・髱本提案

・よ告掲載予定数八びよ告募集計画

・発行頻度

⑤事業者概要 （パンフ レッ ト等でも可）　　　　　 ７部

⑥萢該本業と 回様の本業実績の内容がわかる資れ　７加

⑦事業実績における完成脆 （覧本）　　　　　　　７部

第６　 審を方法‾反び審を嵬準

プロ ポーザルの審まは、次のと おり とする。



提ｍ されたを阪提案書等を、審ｔ項 目等に‾ｋでＳき 沖縄市市民部き定委員

会（な下 「委員会」という 。） にて審まし、 最高乖ぶ、を挙げた事業者を協

定候補と する。ただし、複数の事業者が同得ぶの場合は、 委員会の採決に

より Ｓ定する。

評価項目 八び評価ぶ準は次のと おり とす る。 なお、内容等の充実、 レイア

ウト をまＡ項 目と 定め、審まを行う もの とする。

【評イ亜項目】

○市民サービスの ［白］上

・趣回にふさ わしいデザイン ・読みやすさ に祉慮したレイア ウト ・工夫

・太字の大き さと 行間 ・バ ランス　 ・必要な情報を供がさ れているか

・発行部数は充分なｔが確保されているか

・ホームページ等への掲載の虱否

≪参考 ≫`年間七二者数過宍３年平均１ ，３ ２８ 人（沖縄市統計書より）

○事業者の業務体制

・業務体制・ トラブルガ応

・類似事業の実績

・沖縄県｜ちｌ、 市｜ち】に本社又は支店、 営業所があるか

○その他

・豈自の提案

第７　協定

沖縄市市民部き定委員会においてき定された業者は、 仕様調を等の協

議の上、 協定締結の手続き を行 うも のと する。

第８　 日程 （予定）

①第 １回委員会　　　　　　　令加 ６年 １　１Ｊｊ　２　６　日

②実施を領ぬ告　　　　　　 令１０６ 年１　２Ｊ１　２　０　日

③ぶ募締り］　　　　　　　　 令加 ７年 ］ゴｊ１ ７日

④応募者への質回 ・回答　　　令１口７ 年１ 天１ ２４ 日～ １Ｊ１３　１　日

⑤第 ２回委員会（審を）　　　 令手口７ 年２ Ｊ１ １２日

⑥審まｇＪＲミｉお１発を　　　　　令加 ７年 ２Ｊ１１ ４日

⑦協定締結日　　　　　　　　令１０７年２ｊ末旬頃 （協議の上決定）

※な募肓の日程（予定）であり 、今後変更と なる場ｉ合も ある。

※④については、 委只会から提案書について質問があった４台は、 事務ぷａ



なり まと め後、電子メ ール等にてぶ募きへまぬする。 なお、質問への回

ちについては第８ 日程 （予定） ④の期ほ肖｜ とす る。

※本実施Ｗ領を了解した上での参加とする。 そのため、ホ募者からの質問

受付は予定していない。

第９　参加の辞ｊき

本件の参加申込後、参加を辞ぷする場合は、 速やかに担肖部署に電話

連絡のう え、 社名 （社印の押印）、 代表者名 （代表印の押印） 、担当者

名を明Ｅ した辞ｍ届（任意書式）を担葹部署に持参し、又は郵送するこ

と。 なお、参加辞ぷ眉ｉは沖縄市長職務代ミ者副市長宛とする こと。

第１ ０　 情縦な回

をｈされたを画を案書等の書類は、 加入 ・個人の著作物であっ ても

「沖縄市情報ぬ開条例」にｔづき情報ぬ回の筒象 とな る。 情報な開請求

があった場合は、 回条例第６条各昜に定める非ぬ開情報（個人情報や、

ぬ開する と法人等のｉＥ售 な利斐を害するおそれがあ る情報な ど） が記載

されている部分を除き、原則ぬ開と なる。

なお、本プロ ポーザルの候補者特定前において、 決定に影響が出るお

それがあ る情報については決定後のが開 とする。

※著作権伍第４２条の２（行政機関情報ぬ「狷ま等による開示のための利

夕目」に より 、市が情報な票条例にぶづ くぬ開に篦いる目 的であれば、著

作物の利用が認められている。

※未ぬ表の著作物 （市と協定締結した事業者の企画を案書は除く） につ

いて著作者か らぬ回に回意 しない回の申 攻、があ った毀は、情報ノ皿清衆

があって も原則非ぬ開 とな る。

第１ １　 その他留意事項

（１ ）を出期篶髟、降における書類の差し替え八び再をかは認めない。

（２ ）提出された書類等については、ミ畆の如何にかかわ らず返却 しない。

（３ ）提案書のをｉ先、提ｉ場所、 をｉ期日 、必１：書類、書類内容が実施要

領等に示された要件に適合 しない蕕合には、 その提案を失格と する。

（４ ）提出書類に虚偽の記載を した場合は、 その提案を失格とする ととも

に、 指名停止措置を行うこ とがある。

（５ ）書類の作成、提ｍ八びその説明に係る費ｍ は、 提芭者の負担とする。

（６ ）本プロ ポーザルは事業者をき定するも のであり 、協定の締結を担保す

るものではない。

（７ ）委員会においてき定 された業者は、皀告圭の完、募がない場合も 自らの

責任において、おくやみハンドブッ クの作製を履行するものと する。



担葹部署

沖縄市役所　市民部

電話 ：０９８－９３９－１２１２

市Ｊミ課　戸籍係

（内線３ １１ ８）


